
 

 

 

生活保護費の補正予算について 

 

１ 補正の理由 

平成25年生活扶助基準改定について、令和７年６月の最高裁判決により「デフレ 

調整に係る厚生労働大臣の判断の過程及び手続には過誤、欠落があった」として、

原告に対する当時の保護変更決定処分が取り消された。 

  これを踏まえ、平成25年改定のデフレ調整（▲4.78％）について新たな水準（▲

2.49％）を設定し、その差額分を追加給付することを決定したもの。 

 

２ 事業概要 ※給付の概要については、別紙「厚生労働省 案内ちらし」を参照 

  最高裁判決を踏まえた保護費の追加給付に関する一連の給付事務。 

 ⑴ 対象：平成25年8月以降に生活保護を受けていた300世帯（廃止世帯含） 

 ⑵ 内容：対象世帯の把握→新たな基準に基づく追加給付額の算定→給付決定・ 

通知→追加給付額の支給 

   

３ 事業費（積算額）・予算措置 

  ３款３項 生活保護費                   21,600千円 

 

４ 財源 

支給事務費（人件費含）：国庫補助10/10 

生活保護扶助費：国３/４、市１/４  

 

５ スケジュール 

  ・７月（補正予算成立後）：対象者へ案内発送  

・８月～10月：追加給付 

  ※住所不明の場合は案内できないため、ホームページによる周知のみ。 

  ※申請受付及び問合せ対応は、７月から順次実施する。 

１目 生活保護総務費    予算現額：41,067千円   補正予算額 

人件費 
会計年度任用職員報酬等（1人×4か月） 

職員時間外勤務手当（職員3人分） 

863千円 

600千円 

事務費 消耗品・印刷製本費・パソコン借上料等 137千円 

合計 1,600千円 

２目 扶助費        予算現額：322,000千円 補正予算額 

生活保護

扶助費 

現在の被保護世帯160世帯分 

廃止の被保護世帯140世帯分 

12,000千円 

8,000千円 

合計 20,000千円 
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